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１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

（１）職員の任免の状況 

 

平成 22年 

４月１日付 

採用者数 

平成 22年 

７月１日付 

採用者数 

平成 22年 

４月１日現在 

職員数 

平成 22年度 退職者数 

定年 普通 その他 計 

一般行政職 20 15 612 19 ３ ６ 28 

一般技術職 ２ ５ 70 ４ － － ４ 

医療技術職 ５ ３ 259 ３ ２ ４ ９ 

技能労務職 － － 134 ７ ０ ２ ９ 

計 27 23 1,075 33 ５ 12 50 

再任用職員 10 － 25 ０ １ １ ２ 

※職員数は、特別職（教育長を除く）を含みません。教育長は含みます。 

 

（２）昇任者数（平成 22年４月１日） 

 ① 一般事務、一般技術、医療技術職 

職名 

（昇任後） 

部長級 部次長級 課長級 課長補佐級 係長級 主任級 

３ ４ 15 14 16 22 

 

 ② 技能労務職 

職名 

（昇任後） 

統括技能長級 技能長級 技能主任級 

０ ５ １ 

 

 

２ 職員の給与に関する状況 

 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区分 
住民基本台帳人口 

（平成 23年３月 31日現在） 
歳出額 A 実質収支 人件費 B 

人件費比率 

B/A 

（参考） 

平成 21 年度

人件費比率 

22年度 194,369 人 
66,533,799 

千円 

1,147,968 

千円 

10,873,988

千円 
16.3％ 17.4％ 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 職員数 A 

給与費 １人当たり 

給与費 

B/Ａ 

 （参考） 

類似団体平均 

１人当たり給与費 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B  

22年度 1,005人 
3,890,350 

千円 

1,361,095 

千円 

1,547,159 

千円 

6,798,604 

千円 
6,765千円 

 
7,111 千円 

（注）１ 職員手当には、退職手当は含まれていません。 

   ２ 職員数は、平成 22年４月１日現在の人数です。 
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 （３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 
 

 

 （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の    

     給与水準を示す指数です。     

    ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 

     単純平均したものです。 

    

【参考】西東京市の地域手当補正後ラスパイレス指数   98.8     

                   （平成 22年４月１日現在）     

   （注）平成 22年４月１日現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの 

  ※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と 

   地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス 

   指数です。 

 

 

 

（４）一般行政職給料表の状況（平成 22年４月１日現在） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１号給の 

給料月額 
138,300円 200,600円 225,000 円 259,500円 289,300 円 339,600円 443,500円 

最高号給の 

給料月額 
342,600円 374,300円 416,400 円 433,600円 457,200 円 473,700円 542,300円 
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（５）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 22年４月１日現在） 

  ① 一般行政職 

 区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

 西東京市 44.0歳 341,479 円 476,806 円 421,587 円 

 東京都 42.8歳 337,262 円 469,903 円 417,583 円 

 国 41.9 歳 325,579 円 ― 395,666 円 

 類似団体 43.3 歳 346,583 円 459,924 円 416,300 円 

 

 ② 技能労務職    

 

区分 

公 務 員 

 平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

（A） 

平均給与月額 

（国ベース） 

 西東京市 49.9 歳 134人 348,901 円 434,510 円 420,415 円  

 

 

うち清掃職員 48.0 歳 50人 344,936 円 441,027 円 420,835 円  

 うち学校給食員 51.1 歳 27人 349,689 円 419,636 円 415,985 円  

 うち用務員 47.5 歳 17人 339,188 円 416,430 円 413,022 円  

 うち自動車運転手 58.9 歳 2人 398,500円 492,932 円 482,800 円  

 その他 52.0 歳 38人 355,295 円 441,519 円 423,034 円  

 東京都 46.8 歳 1,815人 308,530 円 416,733 円 381,518 円  

 国 49.3 歳 3,955 人 284,514 円 ― 322,291 円  

 類似団体 47.3歳 174人 342,896 円 423,804 円 400,087 円  

 

 

区分 

民 間 参 考 

 

対応する 

民間の 

類似職種 

平均 

年齢 

平均給与 

月額 

（B） 

A／B 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（C） 

民間 

（D） 
C／D 

 西東京市 ― ― ― ― ― ― ― 

 

 

うち清掃職員 
廃棄物 

処理業 
44.6 歳 294,000円 1.50 7,103,524 円 4,085,100円 1.74 

 うち学校給食員 調理士 39.6 歳 298,800円 1.40 6,793,132 円 4,021,500円 1.69 

 うち用務員 用務員 53.8 歳 213,600円 1.95 6,770,760 円 3,008,200円 2.25 

 うち自動車運転手 

自家用 

自動車 

運転手 

56.0 歳 316,900円 1.56 8,005,184 円 4,393,400円 1.82 

 その他 ― ― ― ― ― ― ― 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。 

  （平成 19年～平成 21 年の３箇年平均） 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり､年齢、業務内容、雇用形態等の点において 

  完全に一致しているものではありません。 

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12倍したものに、 

  公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間 

  賞与の額を加えた試算値です。 

 （注）１ 「平均給料月額」とは、平成 22年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。    

    ２ 「平均給与月額」とは､給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務    

     手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり､地方公務員給与実態調査において明らかに    

     されているものです。    

      また、「平均給与月額（国ベース）」は､国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊    

     勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算    

     したものです。    
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（６）職員の初任給の状況（平成 22年４月１日現在）    

 区分 西東京市 東京都 国 

 
一般行政職 

大学卒 181,200 円 181,200 円 181,200 円 

 高校卒 142,700 円 142,700 円 140,100 円 

 

（７）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 22年４月１日現在） 

 区分 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20 年  

 
一般行政職 

大学卒 266,081 円 317,769 円 341,588 円  

 高校卒 214,425 円 287,900 円 323,438 円  

 （注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合の採用後の年数です。 

    中途採用者については採用以前の前歴を換算し、加味したものです。  

    経験年数に該当職員がいない場合、その階層に加えて近似の階層も含み、平均を算出します。 

    技能労務職については、少人数のため表示していません。   

 

  （８）一般行政職の級別職員数の状況（平成 22年４月１日現在）   

 区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

 ７ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の部長又はこれに相当する職務 20人 3.3％ 

 ６ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の部次長又はこれに相当する職務 13人 2.1％ 

 ５ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の課長又はこれに相当する職務 44人 7.2％ 

 ４ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の課長補佐又はこれに相当する職務 37人 6.1％ 

 ３ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の係長又はこれに相当する職務 152人 24.9％ 

 ２ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の主任の職務 159人 26.1％ 

 １ 級  ２級から７級までに属さない職員の職務 185人 30.3％ 

 (注) １ 西東京市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。    

     ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。    

      

  ※平成 21年４月１日に８級制から７級制に変更しています（旧給料表の１級および２級を統合）。 
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（９）昇給への勤務成績の反映状況 

 
  

 １ 勤務成績の評定の実施状況    

 

  地方公務員法第 40 条に基づき、管理職は毎年４月１日、一般職は毎年 11 月１日を評定日として 

勤務成績の評定を実施しています。 

 

   

 ２ 昇給への勤務成績の反映状況    

   現在、昇給に勤務成績は反映していませんが、反映に向けて検討しています。    

     

      

     

（10）職員手当の状況      

 ① 期末・勤勉手当（平成 22年度支給割合）     

 西東京市 東京都 国 

 
１人当たり平均支給額（22年度） 

1,544 千円 
－ － 

 

（22年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.921 月分    1.00 月分 

（1.534 月分）   （0.55 月分） 

（22年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.95 月分    1.00 月分 

（1.55月分）    （0.55 月分） 

（22年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60月分     1.35 月分 

（1.50 月分）    （0.60 月分） 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置 

・役職加算 ４～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

・役職加算    ３～20％ 

・管理職加算  15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

・役職加算    ５～20％ 

・管理職加算  10～25％ 

 

 

 

※（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

 

１ 勤務成績の評定の実施状況 

  地方公務員法第 40 条に基づき、管理職は毎年４月１日、一般職は毎年 11 月１日を評定日として 

  勤務成績の評定を実施しています。 

 

２ 勤勉手当への勤務実績の反映状況 

  現在、勤勉手当に勤務成績は反映していませんが、反映に向けて検討しています。 

 

 

 ② 退職手当（平成 22 年４月１日現在）  

 西東京市 国 

 

（支給率）          自己都合    勧奨・定年 

勤続 20年         24.25 月分   35.00 月分 

勤続 25年         32.50 月分   45.50 月分 

勤続 35年         49.75 月分   59.20 月分 

最高限度額        50.00 月分   59.20 月分 

その他の加算措置    定年前早期退職特例措置 

                （２％～20％加算） 

１人当たり平均支給額  7,985千円   24,550千円 

（支給率）         自己都合    勧奨・定年 

勤続 20年        23.50月分   30.55 月分 

勤続 25年        33.50月分   41.34 月分 

勤続 35年        47.50月分   59.28 月分 

最高限度額       59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

               （２％～20％加算） 

 

 

 

 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額です。 
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③ 地域手当（平成 22 年４月１日現在） 

 支給実績（22年度決算） 665,590 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額(22年度決算) 607,290 円 

 支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

 西東京市 15.0％ 1,096 人 15％ 

     

 ④ 特殊勤務手当（平成 22年４月１日現在） 

 支給実績（22年度決算） 103,800 円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 2,883 円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） ３％ 

 手当の種類（手当数） ４ 

 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

 
感染症消毒等作業従

事手当 

感染症消毒等の作業に

従事した職員 
感染症消毒等の作業 １日につき 1,000 円 

 
行路病人又は行路死

亡人取扱手当 

行路病人等の取り扱いに

従事した職員 
行路病人等の取り扱い 

病人１人につき 1,000 円 

死亡人１体につき 2,000 円 

 犬猫等死体処理手当 
犬猫等の死体処理作業

に直接従事した職員 

犬猫等の死体処理作

業 
１体につき 300円 

 昆虫等駆除手当 

人体に危険を及ぼすおそ

れのある昆虫等の駆除

作業に従事した職員 

人体に危険を及ぼすお

それのある昆虫等の駆

除作業 

１日につき 300円 

     

 ⑤ 時間外勤務手当（平成 22年４月１日現在） 

 支給実績（21年度決算） 441,163 千円 

 職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 436千円 

 支給実績（22年度決算） 487,252 千円 

 職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 485千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



9 

⑥ その他の手当（平成 22 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（22年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（22年度決算） 

扶養手当 

配偶者     13,500 円 

配偶者以外の扶養親族 

２人まで     6,000 円 

その他の扶養親族 

          5,000 円 

特定期間の加算 

          4,000 円 

異 支給単価 95,584 千円 206千円 

住居手当 

世帯主及びこれに 

準ずるもの 

 扶養あり   9,000 円 

 扶養なし   8,500 円 

異 
支給対象 

及び単価 
76,817 千円 105千円 

通勤手当 

交通機関 

 １か月当たりの支給 

 限度額    55,000 円 

交通用具 

 通勤距離に応じて支給 

異 
支給対象 

及び単価 
81,084 千円 87千円 

管理職手当 
役職に応じて給料の 

18～20％ 
異 

算定方法 

及び支給 

割合 

87,456 千円 951千円 

宿日直手当 

宿日直勤務１回につき、

10,000円を超えない範囲

内 

異 支給単価 80千円 20千円 

      

（11）特別職の報酬などの状況（平成 22年４月１日現在） 

区分 給料月額等 

給 

料 

 

 

市長 

副市長 

常勤監査委員 

 

 

840,000 円(1,013,000 円) 

898,000 円 

696,000 円 

（参考）類似団体における 

最高／最低額 

     最高 1,080,000 円／最低 792,000円 

     最高  940,000 円／最低 675,800円 

 

報 

酬 
議長 

副議長 

議員 

642,000 円 

574,000 円 

540,000 円 

     最高  742,000 円／最低 463,000 円 

     最高  666,000 円／最低 420,000 円 

     最高  604,000 円／最低 400,000 円 

期
末
手
当 

市長 

副市長 

常勤監査委員 

（平成 22年度支給割合） 3.95 月分 

議長 

副議長 

議員 

（平成 22年度支給割合） 3.95 月分 

退
職
手
当 

 

市長 

副市長 

常勤監査委員 

             （算定方式）               （１期の手当額） （支給時期） 

在職１年につき給料月額の 100 分の 350に相当する額  14,182,000 円  任期ごと 

在職１年につき給料月額の 100 分の 300に相当する額  10,776,000 円  任期ごと 

在職１年につき給料月額の 100 分の 250に相当する額   6,960,000 円  任期ごと 

備考 
平成 19 年４月１日に市長の職にある者、並びにその者が議会の同意を得て選任・任

命した副市長・常勤監査委員については、上記の額から 20％減額して支給する。 

 (注) 市長の給料月額については、特例条例により平成 21年４月１日から 840,000 円に減額しています。 

    （ ）内は、減額前の給料月額です。 

    また、退職手当の「1期の手当額」は、平成 22 年４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、 

    １期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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（12）部門別職員数の状況と主な増減理由 

（単位：人） 

（注）１ 職員数は、一般職に属する職員数で、臨時および非常勤職員を除きます。 

   ２ 再任用短時間勤務職員は除き、教育長は含みます。 

 

（13）年齢別職員構成の状況（平成 22年４月１日現在） 

 

（単位：人） 

年 齢 

20歳 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60歳 

合 計  ～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
  

未満 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以上 

職員数 ０ 24 68 71 74 130 148 126 154 138 137 ２ 1,072 

区   分 職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

部   門 21 年度 22 年度 

一般行政部門 

議会 11 10 ▲1 定数減 

総務 182 194 12 組織改正 

税務 69 69 0  

労働 3 2 ▲1 事務の統廃合・縮小 

農水 2 3 1 定数増 

商工 3 4 1 定数増 

土木 72 79 7 事務の再編 

民生 410 409 ▲1 定数減 

衛生 98 91 ▲7 事務の統廃合・縮小 

小計 850 861 11  

特別行政部門 
教育 152 145 ▲7 事務の統廃合・縮小 

小計 152 145 ▲7  

公営企業等会計部門 

下水道 11 10 ▲1 欠員不補充 

その他 59 56 ▲3 事務の統廃合・縮小 

小計 70 66 ▲4  

合   計 1,072 1,072 0  
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（14）職員数の推移 

（単位：人・％） 

年 度 

 

部 門 

17 年 18 年 19 年 20 年 21 年 22 年 
過去５年間の 

増減数（率） 

一般行政 920 897 864 859 850 861 ▲59（▲6.4％） 

教 育 183 178 169 158 152 145 ▲38（▲20.8％） 

普通会計計 1,103 1,075 1,033 1,017 1,002 1,006 ▲97（▲8.8％） 

公営企業等会計計 123 112 102 86 70 66 ▲57（▲46.3％） 

総合計 1,226 1,187 1,135 1,103 1,072 1,072 ▲154（▲12.6％） 

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 

 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間、休憩時間の状況（平成 22年４月１日現在） 

区 分 
勤務時間 

休憩時間 
始業時刻 終業時刻 

全職員（※） 午前８時 30 分 午後５時 15 分 正午～午後１時 

※一部、外職場を除く 

 

（２）年次有給休暇の取得状況（平成 22年１月１日～12月 31日） 

区 分 全対象職員数 総付与日数 総使用日数 平均使用日数 消化率 

全職員 1,146 人 41,934.4 日 13,832.4 日 12.1日 33.0％ 
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（３）特別休暇の制度 

種   類 期         間 

公民権行使等休暇 必要と認められる期間 

骨 髄 液 提 供 休 暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 １の年において５日の範囲内の期間 

結 婚 休 暇 連続する７日の範囲内の期間 

妊 婦 通 勤 時 間 
勤務時間の始め又は終わりにそれぞれ 30 分又はいずれか一方に 60 分の

範囲内の時間 

母子保健健診休暇 必要と認められる時間 

妊 娠 出 産 休 暇 出産の前後連続する 16週間以内の期間 

育 児 時 間 １日２回それぞれ 45分以内の時間 

出 産 支 援 休 暇 
出産のため入院する等の日から当該出産の日後２週間を経過する日まで

の期間における２日の範囲内の期間 

育 児 参 加 休 暇 

出産の日の翌日から当該出産の日後８週間を経過する日までの期間（た

だし、養育の必要がある子がある場合には、妻の出産予定日の８週間前

の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの期間）における５日

の範囲内の期間 

子 の 看 護 休 暇 
１の年において５日の範囲内の期間（ただし、養育する子が複数いる場

合は 10日の範囲内の期間） 

生 理 休 暇 必要と認められる期間 

忌 引 休 暇 親族に応じて付与される連続する日数の範囲内の期間 

父 母 の 追 悼 休 暇 １日の範囲内の期間 

夏 季 休 暇 ７月から９月までの期間内における５日の範囲内の期間 

永 年 勤 続 休 暇 勤続 20年に達した職員…４日、勤続 30年に達した職員…６日 

災 害 休 暇 連続する７日の範囲内の期間 

事 故 休 暇 必要と認められる期間 

危 険 回 避 休 暇 必要と認められる期間 

感 染 症 予 防 休 暇 必要と認められる期間 

短 期 の 介 護 休 暇 
１の年において５日の範囲内の期間（ただし、要介護者が複数いる場合

は 10 日の範囲内の期間） 

 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況  

 

分 限 処 分 
免職 休職 降任 降給 計 

－ 23 － － 23 

懲 戒 処 分 
免職 停職 減給 戒告 計 

－ － － １ １ 
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５ 職員の服務の状況 

 

服務とは … 職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっ

ては、全力を挙げてこれに専念しなければならないとされ、この根本基準の具体的規定として、地

方公務員法第 31条から第 38 条に服務上の義務が定められている。 

根 拠 規 定 区     分 違反者 

地方公務員法 第 31条 服務の宣誓 － 

第 32条 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 － 

第 33条 信用失墜行為の禁止 ８ 

第 34条 秘密を守る義務 － 

第 35条 職務に専念する義務 － 

第 36条 政治的行為の制限 － 

第 37条 争議行為等の禁止 － 

第 38条 営利企業等の従事制限 － 

 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

   

（１）研修名及び参加者数 

① 独自研修 

研 修 区 分  研 修 テ ー マ 回数 日数等 
受講 

者数 

階 

層 

別 

研 

修 

新 任 研 修 市政概要、接遇、仕事の進め方 ２ ６日 55 

主 任 研 修 プレゼンテーション能力 １ ２日 15 

係 長 研 修 タイムマネジメント １ 240分 21 

管 理 職 研 修  
新任管理職に求められる知識を学ぶ １ 90分 15 

これからのまちづくりと自治体職員 １ 210分 25 

実 

務 

専 

門 

研 

修 

窓口応対診断＆接遇 

研修（図書館） 

ビジネスマナー全般の見直し、窓口対

応の強化及びサービスレベルの向上 
１ １日  １課 

クレーム対応研修 
クレーム対応の基礎知識、市民満足度

の向上 
１ １日 26 

法制執務実務者研修 

例規立案事務等を担当する職員を対

象に、条例、規則等の関係及び仕組み

を学ぶ 

１ ２日 10 

法 制 執 務 研 修 
法令、条例、規則等の関係及び仕組み

を理解し、知識を深める 
３ １日 63 

政 策 法 務 研 修 

市民サービス向上のための政策立案

について、関係する法体系を基に、合

理的に条例化する知識を学ぶ 

１ ２日 ５ 

安 全 運 転 研 修 
交通事故防止、よりよいマナーの実践

について 
２ 90分 93 
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ＯＪＴフォロー研修 

半年間の新人指導を振り返り、課題等

の共有化を図り後半の指導に役立て

る 

１ 180分 29 

ＯＪＴ総括研修 

１年間の新人指導を振り返り、成果報

告と西東京市ＯＪＴ体制の充実に向

ける 

１ 150分 27 

市民活動団体と市との

協働について 

市民と行政との連携の下、それぞれの

立場から新たな仕組みやネットワー

クを構築する 

１ 120分 29 

保 健 師 研 修  保健師活動の定義と効果 １ 150分 22 

市民サービス向上のた

めの広報原稿表現力研

修 

限られた紙面の中で注目され、より分

かりやすい原稿を書くスキルを高め

る 

２ 180分 49 

特 

別 

研 

修 

情報セキュリティ研修 
自治体における情報資産に対する具

体的なセキュリティ管理について 
２ 120分 66 

ワークライフバランス

研修 
仕事と家庭の両立 ２ 150分 40 

「文書事務の手引」研修 

「文書事務の手引」に基づき、文書の

収受、起案から保管までの流れや公文

書の作成について 

２ 90分 70 

② 派遣研修 

ア 東京都市町村職員研修所派遣研修 

研 修 区 分  回数 日数 受講者数 

階層別研修  

新 任 研 修  
（ Ⅰ 期 ）  ５ ４  45 

（ Ⅱ 期 ）  ５ ２  43 

現 任 研 修  

前 期 ５ ３  11 

中 期 ３ ３  19 

後 期 ４ ２  30 

フォローアップ ５ １  ５ 

係 長 研 修  

新 任（倫理科目） ４ １  16 

新 任（そ の 他） ７ ２  23 

現 任 ４ ３  19 

課 長 研 修  

新 任（倫理科目） ３ １  17 

新  任（そ の 他） ６ １  13 

現 任 ６ ２  ６ 

部 長 研 修  ２ 半日  ４ 

転職者研修  
（ Ⅰ 期 ）  １ ３  ４ 

（ Ⅱ 期 ）  １ ２  ４ 

小 計 259 

専門職等研修 

保 健 師 研 修 １ １  １ 

保 育 士 研 修 ２ １  １ 

小     計   ２ 

実 務 研 修  

固定資産税科（初級） 

土 地 １ ２  ２ 

家 屋 １ ２  ２ 

償 却 資 産 １ ２  １ 

徴 収 科 （ 初 級 ）  １ ２  ２ 

固定資産税科（中級） 

土 地 １ ２  ２ 

家 屋 １ ２  ２ 

償 却 資 産 １ １  １ 
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会 計 科 １ ２  １ 

環 境 科 （ 廃 棄 物 対 策 ）  １ １  ２ 

公 園 緑 政 科 １ １  １ 

道 路 科 １ ３  １ 

図 書 館 科 １ ３  ２ 

小 計  19 

情報処理研修 

シ ス テ ム 調 達 導 入 初 級  １ ２  １ 

ネ ッ ト ワ ー ク 管 理  ３ ３  ２ 

文 書 作 成 ソ フ ト 初 級  ４ ２  ４ 

表 計 算 ソ フ ト 初 級  ６ ２  ８ 

デ ー タ ベ ー ス ソ フ ト 初 級  ５ ４  １ 

表 計 算 ソ フ ト 中 級  ７ ３  ６ 

表 計 算 Ｖ Ｂ Ａ マ ク ロ  ４ ２  ２ 

小 計  24 

能力開発研修 

ロ ジ カ ル ト レ ー ニ ン グ  ２ ２  １ 

Ｃ Ｓ ク レ ー ム 対 応  ２ ２  ２ 

カ ウ ン セ リ ン グ マ イ ン ド  ２ １  １ 

Ｃ Ｓ マ イ ン ド  ２ ２  １ 

管 理 職 ク レ ー ム 対 応  １ １  １ 

小 計  ６ 

政策・法務研修 

行 政 法 Ⅰ  ３ ３  １ 

地 方 公 務 員 法 ３ ３  １ 

民 法 ・ 民 訴 法 Ⅱ  １ ８  １ 

政策法務演習（判例研究）  １ ４  １ 

政策法務演習（立法法務）  １ ８  １ 

小 計  ５ 

講師養成研修 

基 礎 科 ３ ２  ２ 

政策課題研究（企画書型）  １ ３  １ 

小 計  ３ 

特 別 研 修  

人 権 啓 発 研 修 ２ 半日  16 

男女共同参画社会形成研修  ２ 半日  １ 

メ ン タ ル ヘ ル ス 研 修  ３ 半日  12 

講 演 会 ５ 半日  ８ 

スポット研修（中高年向けパソコン入門） ３ ４  １ 

スポット研修（技術職研修） １ ３  ２ 

スポット研修（段取り力） １ １  ２ 

スポット研修（施工管理の基礎） １ ２  ２ 

スポット研修（女性技術者のライフデザイン） １ １  １ 

スポット研修（ＯＡトラブルシューティング） １ ２  ４ 

スポット研修（自治体債権管理回収入門） １ ２  １ 

スポット研修（今さら聞けない！ビジネスマナー） １ １  １ 

スポット研修（自治体における債権管理のあり方） １ 半日  ９ 

スポット研修（森林セラピー体験研修） １ ２  ４ 

スポット研修（防災講演会） １ 半日  １ 

スポット研修（多摩の生物多様性シンポジウム） １ 半日  ２ 

小 計  67 

合 計 385 
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イ 各種研修 

研 修 名 日数 受講者数 

情報公開制度検討講座 ２ １ 

地方公共団体における公文書管理の実務 １ １ 

固定資産税事務地方研修会 １ １ 

土地評価実務研修会 ４ １ 

木造家屋評価実務研修会 ４ ２ 

非木造家屋の評価計算（中級） ２ ３ 

防火・防災管理新規講習会 ２ ２ 

ノーバディーズ・パーフェクト・ファシリテーター養成講座 ４ １ 

日本公衆衛生学会総会 ４ ４ 

非木造家屋評価の基礎講座（初級） ２ １ 

防災管理新規講習会 １ １ 

まちづくりセミナーフロンティア 2010 半日 ６ 

福祉有償運送制度に関しての勉強会 半日 ２ 

地域自治と自治立法（条例）の制度設計、議会の政策法務 半日 １ 

住民監査請求と住民訴訟をめぐる法律実務 ２ ２ 

地方自治体のための滞納整理実務（手続編） ２ ２ 

問題ある職員の対応と分限処分・懲戒処分 ２ １ 

採用面接講座 半日 ２ 

地方自治体女性職員交流研究会 ２ ２ 

地方公共団体における工事請負契約事務 ２ １ 

徴収事務を効果的に進めるシリーズ５（滞調法の解説） ２ １ 

(社)日本速記協会・第１回研修会 １ １ 

入札制度改革と談合防止対策 ２ １ 

地方自治体のための著作権講座 １ ２ 

議会事務局の政策立案、調査、法務能力の向上講座 ２ １ 

メンタルヘルスケアをめぐる法律問題と職員対応のポイント １ １ 

地方税における相続をめぐる諸問題解決のポイント講座 １ ３ 

防火管理再講習会 半日 １ 

非常勤職員雇用の人事実務研修会 半日 ２ 

給与実務研修会（俸給関係） １ １ 

下水道経営セミナー（トラブル対策） １ １ 

自治体のための債権管理 ２ １ 

介護福祉士現任研修 １ ４ 

公文書管理法制セミナー １ １ 

福祉用具サービス業務従事者講習会 半日 ２ 

東京都職員研修所法律研修「不動産法務科」 ５ １ 

東京都職員研修所法律研修「行政法務科」 ３ ２ 

東京都職員研修所法律研修「民事法務科」 ２ １ 

特別区職員研修所専門研修「地域保健」 ２ １ 

Palパソコン研修 １ 20 

合 計 85 
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③ 自主研修 

ア 通信教育研修                           （単位 人） 

講 座 名 申込者 修了者 講 座 名 申込者 修了者 

生活に身近な法律 100 １ １ 法制執務基礎講座 １ １ 

新・地方行政実務コース １ １ 電脳中国語会話入門 １ ０ 

これでわかるＥxcel2007 １ ０ ペン字・文章力入門 １ １ 

伝える技術 １ ０ ＤＶＤで学ぶ手話入門 １ ０ 

わかりやすく知的な文章

のつくり方 100 
１ １ 

魔法のことば～あのひとこ

とのもっと上手な使い方～ 
１ １ 

日商簿記検定３級受験合

格 
２ ０ 

メンタルヘルス・マネジメ

ント検定Ⅱ種対策講座 
２ ２ 

合        計 14 ８ 

※修了率 57.1％ 

 

④ 共同研修 

ア 他市との研修 

研 修 名 回数 日数 受講者数 

東京都市町村職員研修所 第４ブロック合同研修 １ ２日間 ５ 

 

（２）勤務成績の評定の状況 

根拠となる条例、規則、規程 

「西東京市職員の人事考課に関する規程」 

 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１）職員の福祉 

① 健康診断等実施状況 

項  目 実施時期 対象者（人） 受診者（人） 

定 期     

健康診断 
一次 平成 22年８月 23日～９月６日 

常勤 1,124 
    934 

人間ﾄﾞｯｸ 139 

非常勤 479 
    446 

人間ﾄﾞｯｸ  １ 

ＶＤＴ健康診断 平成 22年 11月 26日・30日 
ＶＤＴ作業に 

従事する職員 
235 

腰  痛 

健康診断 

一次 平成 22年 11月 25日 特定職員      379 

二次 平成 23年１月 26日 60 15 
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胃検診 

一次 平成 23年２月２日～８日 全 職 員     118 

二次 平成 23年２月 22日～３月 31日 13 11 

大腸がん検診 平成 22年８月 23日～９月６日 
40歳以上全職員 

40歳未満希望職員 
995 

肺がん検診 平成 22年８月 23日～９月６日 40歳以上希望職員 135 

アスベスト 

健康診断 
平成 22年８月 23日～９月６日 特定職員 39 

前立腺がん検診 平成 22年８月 23日～９月６日 
50歳以上の 

男性全職員 
274 

予防接種（破傷風） 平成 22年 11月 26日・30日 特定職員   17 

 

② 公務災害・労働災害発生状況                    （単位 件） 

区    分 業務災害 通勤災害 合  計 

公務災害（常 勤 職 員     ） ４ ６ 10 

公務災害（非常勤職員） １ ０ １ 

労働災害（非常勤職員） ５ ０ ５ 

合    計 10 ６ 16 

 

③ 福利厚生事業（西東京市職員互助会）への助成 

市補助金                                  14,435,018円 

事業主負担金～職員派遣先（社会福祉協議会等）の負担金         116,437円 

◎ 主な事業 

○ 厚生事業（宿泊補助、遊園地利用券等）         9,358,500円 

○ 教養文化事業（チケット購入補助、サークル補助等）   2,824,174円 

○ 体育保健事業（人間ドック補助）            2,508,015円 

会員会費                                    18,012,071円 

◎ 主な事業 

○ 給付事業（慶弔金、退会慰労金等）           17,793,275円 

 

（２）利益の保護の状況 

区     分 件 数 

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置要求の状況 ０件 

職員に対する不利益処分についての不服申立ての状況 ０件 
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８ 職員の競争試験及び選考の状況 

 

（１）採用試験（平成 22年度実施） 

① 平成 22年７月１日付採用                     （単位 人） 

試験区分 応募者 

第１次試験 第２次試験 第３次試験 

採用者 

◆心理技術Ⅰ類 

◆栄養士Ⅰ類 

＜試験日＞ 

平成 22年４月 24日 
＜試験日＞ 

５月 15日 

      16 日 

＜試験日＞ 

５月 22日 

      23 日 

◆一般事務Ⅰ類 

◆土木技術Ⅰ類 

◆建築技術Ⅰ類 

◆保健師Ⅰ類 

＜試験日＞ 

平成 22年５月２日 

受験者 合格者 合格者 合格者 

心理技術 Ⅰ類 25 21 ４ ２ １ １ 

栄養士 Ⅰ類 27 24 ４ ３ １ １ 

一般事務 Ⅰ類 859 684 60 30 16 15 

土木技術 Ⅰ類 20 16 ８ ４ ２ ２ 

建築技術 Ⅰ類 17 15 ８ ４ ３ ２ 

保健師 Ⅰ類 15 12 ８ ４ ２ ２ 

 

② 平成 23年４月１日付採用（平成 22年９月～11月 試験実施分）    （単位 人） 

試験区分 応募者 

第１次試験 第２次試験 第３次試験 

採用者 
＜試験日＞ 

平成 22年９月 19日 

＜試験日＞ 

10月 16日 

     17日 

     23日 

＜試験日＞ 

11月 20日 

受験者 合格者 合格者 合格者 

一般事務 

Ⅰ類 263 152 70 21 10 10 

Ⅱ類 18 12 ４ ２ １ １ 

Ⅲ類 20 18 9 3 0 － 

一般事務 

（身体に障害

のある方） 

Ⅰ類 ３ ３ １ １ １ １ 

Ⅱ類 １ １ ０ － － － 

Ⅲ類 １ ０ － － － － 

土木技術 Ⅰ類 10 ５ ２ ２ ０ － 

建築技術 Ⅰ類 ５ ３ ３ ２ １ １ 

栄養士 Ⅰ類 21 14 ６ ３ ２ ２ 

栄養士 Ⅱ類 ４ ４ １ － － － 
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③ 平成 23年４月１日付採用（平成 23年１月～２月 試験実施分）（単位 人） 

試験区分 応募者 

第１次試験 第２次試験 

採用者 
＜試験日＞ 

平成 23年１月 30日 

＜試験日＞ 

２月 11日 

受験者 合格者 合格者 

土木技術 Ⅰ類 30 17 ７ ２ １ 

保健師 Ⅰ類 11 ８ ６ ２ １ 

 

（２）昇任試験（平成 22年度実施） 

試験区分 応募者 受験者 合格者 

管 理 職（短期） 15 15 ５ 

管 理 職（長期） １ １ ０ 

主 任 職（短期） 27 24 ８ 

主 任 職（長期） 19 17 15 

技能主任（短期） ０ － － 

技能主任（長期） ０ － － 

 


